
   

 　

 　

決 算 状 況 団 体 名 東久留米市 4 年 度 交 付 税 種 地 区 分

団 体 コ ー ド 132225 市 町 村 類 型 Ⅲ－３令 和 4 年 度

Ⅱ－9

人 口 指 定 団 体 等 の 状 況 事務の共同処理の状況 指 数 等

国

調

2 年
115,271 人  過疎 首都 ＜ごみ・し尿処理＞

 増減率 （令和2年/平成27年）
△ 1.2 ％

 山村  近郊整備

基 準 財 政 需 要 額
19,321,175 千円

人

面
積

・ 柳泉園組合
 離島  既成市街地

基 準 財 政 収 入 額
15,188,051 千円

千円 広域行政圏 24,111,177

 対前年度増減率
△ 0.2 ％

・ 東京たま広域資源循環組合
標 準 財 政 規 模5.1.1

116,839 人

 不交付

う ち 臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額 591,613 千円

決算収支の状況（千円） 令和4年度 令和3年度
単年度 (

＜収益事業＞ 0.8105.1.1 12.88 k㎡
財 政 力 指 数

0.786 )

住
民
基
本
台
帳

 （参考）65歳以上人口

33,468

実 質 収 支 比 率
2.8 ％

１．
歳 入 総 額

51,081,080 50,470,918

２．
46,871,244

＜その他＞

公 債 費 負 担 比 率
6.9 ％

Ａ

歳 出 総 額

49,953,258
経 常 収 支 比 率

92.3 ％
Ｂ ・ 東京市町村総合事務組合

地 方 債 現 在 高 Ａ
( 特 定 資 金 公 共 投 資 事 業 債 除 く ) 24,409,480 千円

３．
歳 入 歳 出 差 引 額

1,127,822 3,599,674 

・

（A－Ｂ） Ｃ

４．
翌年度に繰り越すべき財源

452,213 684,377

・ 東京都市町村職員退職手当

東京都市町村議会議員

公務災害補償等組合

組合 積 立 金 現 在 高 Ｃ 10,078,789 千円

千円

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
以 降 支 出 予 定 額 Ｂ 7,775,417

Ｄ
・ 多摩六都科学館組合 ( う ち 財 政 調 整 基 金 ) (6,427,443)

将来にわたる 財政 負担
Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 22,106,108 千円

５．
実 質 収 支

675,609 2,915,297

・ 昭和病院企業団

（Ｃ－Ｄ） Ｅ
・ 東京都後期高齢者医療広域

６．
単 年 度 収 支

△ 2,239,688 1,857,201 

連合

千円
７．

積 立 金

1,525,202 580,038 健全化判断比率
※（　）書きは、早期健全化基準である。

Ｇ

Ｆ
収 益 事 業 収 入

積 立 基 金 取 崩 額
471,358 千円

－  (12.14) ％

８．
繰 上 償 還 金

232 0
実 質 赤 字 比 率

0

△ 0.1

積 立 金 取 崩 額

76,290 0

連 結 実 質 赤 字 比 率

Ｈ

(350.0) ％（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） Ｊ

一 般 職 員 　（ 5.4.1現在 ） 特 別 職 等 　（ 5.4.1現在 ）

(25.0) ％

１０．
実 質 単 年 度 収 支

△ 790,544 2,437,239 
将 来 負 担 比 率

－  

９． －  (17.14) ％

Ｉ
実 質 公 債 費 比 率

Ｂ 千円 B / A 円

一 般 職 員 538 168,286 312,800

区 分
職員数 4月分給料支払総額 1人当り支給月額
A 人

市 町 村 長 R1.8.1 960,000

うち技能労務職 27 8,508 315,100 副 市 町 村 長 R1.8.1 840,000

消 防 職 員 0 0

R1.5.1 550,000

教 育 公 務 員 2 905 452,700 教 育 長

合 計 540 169,192 313,318
議

会

議 長臨 時 職 員 0 0

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法
適
用

実質収支額
普通会計から

の繰入金
職員数

議 員

加 入 世 帯 数

介 護 保 険
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

1人当り平均給料
（報酬）月額　　円

R1.5.1 480,000

議員定数　（ 22 人 ）

副 議 長 R1.5.1

0

0

510,000

R1.8.1 770,000

15,730 世帯国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ） 19,388

千円 千円 人

国

保

事

業

会

計

の

状

況

1,186,526 16

区 分 改定実施年月日

22

157,976 　円
後 期 高 齢 者 医 療

40,446 397,367 7 １ 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 数 23,079 　人

被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用 514,459 　円

被 保 険 者 １ 人 当 り 保 険 税 調 定 額 107,672 　円

下 水 道 事 業 有
264,618 379,110 7

無
0 9,922

保 険 税 （ 料 ） 2,454,867 千円

101,640 1,708,836

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 3,640,578 千円

千円0 保 険 給 付 費 7,572,043
介護 サー ビス 事業



決算額 構成比
充当一般財

源等
経常経費充当
一般財源等

経常収支
比率

％

歳 入 性 質 別 歳 出

区 分
決算額 構成比

経常一般
財 源 等

構成比
区 分

地 方 譲 与 税 185,656 0.4 185,656 0.8

地 方 税 17,585,805 34.4 16,215,463 67.3 人 件 費

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円

6,120,716 12.2 5,212,531 5,147,422 20.8

利 子 割 交 付 金 28,638 0.1 28,638 0.1 扶 助 費

2,893,146 11.7う ち 職 員 給 3,337,104 6.7 2,893,914

2,130,547 4.3配 当 割 交 付 金 152,065 0.3 152,065

16,147,630 32.3 4,745,558 4,698,814 19.0

株式等譲渡所得割交付金 116,308 0.2 116,308 0.5 元 利 償 還 金

2,130,547 2,130,315 8.60.6 公 債 費

地 方 消 費 税 交 付 金 2,644,530 5.2 2,644,530

2,130,547 4.3 2,130,547 2,130,315 8.6

0 0 0.011.0 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

0.0
小 計 24,398,893 48.8

0.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 0 0.0 0
12,088,636 11,976,551 48.4

自 動 車 取 得 税 交 付 金 8 0.0 8

特別地方消費税交付金 0 0.0 0

47,419 0.1 47,419

5,321,682 4,695,167 19.00.0 物 件 費 8,177,676 16.4

法 人 事 業 税 交 付 金 244,647 0.5 244,647

120,245 120,245 0.50.2 維 持 補 修 費 129,661 0.3自動車税環境性能割交付金

165,959 0.3 165,959

4,372,053 2,708,243 11.01.0 補 助 費 等 5,356,158 10.7

0地 方 交 付 税 4,270,524 8.4

2,893,0180.7 積 立 金 2,938,739 5.9地 方 特 例 交 付 金

普　　　　通 4,162,348 8.2 4,162,348 17.3 繰 出 金

0.0 0 0 0.04,162,348 17.3 投資及び出資金・貸付金

特　　　　別 108,176 0.2 0 0.0

4,635,331 9.3 3,910,036 3,298,658 13.4

震災復興特別 0 0.0 0

0 0.0前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0

89,774交通安全対策特別交付金 11,392 0.0

972,803 歳 入 一 般 財 源 等0.0 投 資 的 経 費 4,316,800 8.6

国 有 提 供 施 設 交 付 金 0 0.0 0

0.2 89,774 30,806,295 千円

972,803

11,392 0.0 う ち 人 件 費

小 計 25,452,951 49.9 23,974,433 99.5

0.0

内
　
　
訳

普通建設事業費 4,316,800 8.6

補 助 2,281,287 4.5

2,035,513分 担 金 ・ 負 担 金 184,004 0.4 0

334,322 経常経費充当一般財源等

使 用 料 318,934 0.6 123,490 0.5

4.1 638,481 22,798,864 千円0.0 単 独

手 数 料 333,120 0.7 2,855 0.0

そ の 他 0 0.0 0

臨時財政対策債を歳入経
減収補填債特例分及び災害復旧事業費 0 0.0 0

場合の経常収支比率

都 支 出 金 7,329,334 14.3

0 常一般財源等に加えない失業対策事業費 0 0.0国 庫 支 出 金 11,567,389 22.6

財 産 収 入 68,946 0.1 4,148

100.0 29,678,473 94.6 ％合 計 49,953,258

寄 附 金 189,921 0.4

0.0

繰 越 金 3,599,674 7.0

繰 入 金 489,284 1.0

諸 収 入 356,123 0.7 4,235

地 方 債 1,191,400 2.3

0.0

（うち減収補填債特例分） (0.0)

合 計 51,081,080 100.0 24,109,161 100.0

（ う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ） (591,000) (1.1)

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

区 分
決算額 構成比 増減率

基準税額
×100/75

千円 ％ ％ 千円 千円 千円 ％ 千円

超過課税分
収入済額 区 分

決算額 構成比 充当一般財源等

法 人 分 647,453 3.7 8.8 599,612

295,197 0.6 295,1812.9 7,669,542 議 会 費個 人 分 7,832,124 44.5

固 定 資 産 税 6,966,961 39.6 2.0 6,688,963

5,224,15781,511 総 務 費 5,718,433 11.4 
市町村民税

軽 自 動 車 税 133,005 0.8 10.4 132,837

12,183,339民 生 費 25,757,094 51.6 

市 町 村 た ば こ 税 635,920 3.6 4.2 636,390

2,460,696衛 生 費 4,199,682 8.4 

鉱 産 税 0 0.0 0.0

110,956労 働 費 127,648 0.3 

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0

50,386農林水産業費 64,512 0.1 

法 定 外 普 通 税 0 0.0 0.0

456,755商 工 費 573,630 1.1 

目 的 税 1,370,342 7.8 2.3

2,431,990土 木 費 4,237,769 8.5 

事 業 所 税 0 0.0 0.0

入 湯 税 0 0.0 0.0

1,200,598消 防 費 1,450,118 2.9 

3,133,868教 育 費 5,398,628 10.8 

都 市 計 画 税 1,370,342 7.8 2.3

0災 害 復 旧 費 0 0.0 

0 0.0 0.0

2,130,547公 債 費 2,130,547 4.3 

0 0.0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0.0

0諸 支 出 金 0 0.0 法 定 外 目 的 税

81,511 合 計 49,953,258 100.0 合 計 17,585,805 100.0 2.8 15,727,344

0前年度繰上充用金

個 人 均 等 割
東村山都市計画道路3・4・13号線及び3・4・21号線整備事業 983 ％ ％

納税義務者数 令和4年度大規模事業　（ 単位 ： 百万円 ）

徴

収

率

区 分
現　 年
課税分

滞　 納
繰越分

合 計

29,678,473

向山緑地公園整備事業 728

第二小学校西校舎棟中規模改造事業

％

市 町 村 税 合 計 99.3 45.3 98.4

97.9

99.5 54.8

2,642 人

法 人 税 割 樹林地等管理事業 389

純 固 定 資 産 税

410
市 町 村 民 税 99.0 39.1

58,901 人 第三小学校西校舎棟ほか大規模改造事業 725 （ 徴 収 猶 予 分 除 く ） (99.3) (45.3) (98.4)

41.5 91.2道路維持管理事業 225 国 民 健 康 保 険 税 （ 料 ） 95.3

98.9自転車等駐車場整備事業 389


